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第１ 基本方針 
 
 平成２５年度の我が国の経済活動は、「大胆な金融政策」、「機動的な財政政策」、「民間投資を

喚起する成長戦略」の「三本の矢」による一体的な取組の政策効果から、家計や企業のマインド

が改善し、消費等の内需を中心として景気回復の動きが広がっている。また、企業収益の増加か

ら設備投資が持ち直しつつあり、雇用・所得環境が改善していく下で、景気回復の動きが確かな

ものとなることが期待されるものの、他方では、新興国経済の先行きやウクライナ情勢、さらに

は４月からの消費税増税などが経済へ及ぼす影響が懸念される。 
 
 一方、県内経済においては、震災復旧関連投資の持続に加え、住宅投資や個人消費の堅調な推

移により緩やかな持ち直しがみられるものの、原子力災害による実害・風評被害は長期化してお

り、依然として厳しい状況が続いている。 
 
 このような状況の中、当センターとしては、既存事業はもとより、被災事業者向けの資金支援

や経営改善支援、さらには二重債務問題を始めとする事業再生支援など、引き続き震災からの復

興に向けた支援を推進していく。 
 また、再生可能エネルギー関連産業など、新たな時代を担う産業の集積・育成に向けて、当セ

ンターが有する各種支援事業を有効に活用しながら、積極的に進めていく。 
 
 なお、各事業の推進にあたっては、「新たな産業の創出・新分野進出支援」、「コンサルティン

グ活動の展開と事業再生支援」、「より確かな経営基盤強化への支援」、「変革の時代を乗り切る人

材育成支援」、「公の施設の管理運営による多様な交流の促進」の５つの柱に基づき、「福島県商

工業振興基本計画」を踏まえながら、本県産業の振興と地域経済の活性化に向けて取り組んでい

くこととする。 
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第２ 事業体系 
                                

           １ 次世代産業育成支援事業 

            （１）再生可能エネルギー産業集積・育成事業 

            （２）地域イノベーション戦略支援プログラム事業 

            （３）競争的研究資金獲得支援事業 

 ２ 産業財産権出願経費等助成事業 

  （１）特許出願経費等助成事業 

  （２）福島県中小企業外国出願支援事業 

           ３ 技術・商品開発等助成事業 

            （１）ふくしま産業応援ファンド事業              

            （２）ふくしま農商工連携ファンド事業             

                                         

           １ コンサルティングサービス事業 

           ２ 中小企業再生支援等事業 

            （１）福島県中小企業再生支援事業 

            （２）福島県産業復興相談センター事業 

            （３）中小企業再生支援利子補給助成事業            

 

 

           １ 設備投資支援事業 

           ２ 取引先拡大支援事業 

           ３ 被災事業者等資金支援事業 

            （１）被災中小企業施設・設備整備支援事業 

            （２）原子力災害に伴う「特定地域中小企業特別資金」貸付事業 

            （３）被災中小企業災害復旧資金利子補給事業 

 

 
                                         
           １ 商工業人材育成事業 
           ２ 情報化基盤整備促進事業（＊）         
                                         
                                           
           １ 福島県産業交流館（ビッグパレットふくしま）   
           ２ 福島県中小企業振興館・福島市産業交流プラザ（コラッセふくしま会議室） 
           ３ 福島県ハイテクプラザ（一部）          
 

Ⅰ 新たな産業の創出・新分野進出支援

Ⅱ コンサルティング活動の展開と事業再生支援

Ⅲ より確かな経営基盤強化への支援

Ⅳ 変革の時代を乗り切る人材育成支援  

Ⅴ 公の施設の管理運営による多様な交流の促進 
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第３ 事業計画 
Ⅰ 新たな産業の創出・新分野進出支援 
 １ 次世代産業育成支援事業 

 （１）再生可能エネルギー産業集積・育成事業 
   ［３４，８５０千円（うち福島県補助金：２２，０００千円、出展料等：１２，８５０千円）］ 
    福島県の「再生可能エネルギー推進プロジェクト」に基づき、県内の再生可能エネルギー産業

集積・育成のため、展示商談会の開催やコーディネータによる企業発掘等を行う。 
    ・「ふくしま復興再生可能エネルギー産業フェア２０１４（ＲＥＩＦ２０１４）」の開催 

    ・再生可能エネルギー関連産業と県内企業とのビジネスマッチングの支援 

   ○２６年度目標値：「ふくしま復興再生可能エネルギー産業フェア２０１４（ＲＥＩＦ２０１４）」 

            来場者数６，０００人＊目標値は「平成 25 年度～平成 27 年度中期事業計画」に掲げ

ている値（以下、同じ） 

 （２）地域イノベーション戦略支援プログラム事業［３５，０５８千円：文部科学省補助金］ 
    次世代太陽電池、地中熱利用及び風水力利用などの世界最先端の研究開発等によりイノベーシ

ョンを創出し、再生可能エネルギー関連産業の集積を図るとともに、これらの技術を取り入れた

スマートコミュニティを活用し、防災型エコタウンへの導入を目指す。 

    また、県内４大学（福島大学、日本大学工学部、いわき明星大学、会津大学）に当該分野の研

究者を招へいし、地域の大学、研究機関と知のネットワークを構築する。 

    ・イノベーション推進協議会（１回）及びイノベーション研究推進会議（４回） 

     その他事業化推進委員会（４回）の開催 

 （３）競争的研究資金獲得支援事業 
    国等の公募型研究開発事業に事業管理機関として参画するなど、新たな産業の育成や、既存産

業の高度化に向けたイノベーション創出を目指す中小企業等の活動を支援する。 
   ○戦略的基盤技術高度化支援事業（熱処理） 

    ［２２，４９６千円（平成２６年度分）：東北経済産業局受託金］ 

    ［事業期間：平成２４年度～平成２６年度］ 

     熱間鍛造と熱処理技術、ミクロ組織の解析技術、シミュレーション技術を融合し、火力・風

力発電等用の強度保証された低コストの太径締結部品（ねじ）を開発する。 

     ・研究テーマ：太径締結部品のミクロ加工制御技術の確立 

     ・参 画 機 関：東北ネヂ製造㈱、茨城大学工学部、福島県ハイテクプラザ 

   ○２６年度目標値：相談件数１００件（うち外部資金獲得を目指す研究開発等支援件数８件） 

 

 ２ 産業財産権出願経費等助成事業 

 （１）特許出願経費等助成事業[１，７５０千円：福島県補助金] 

    中小企業等の技術の進歩及び新事業の早期創出を図るため、県内に事業所を有する中小企業等

が国内における産業財産権取得をするための経費（出願料、弁理士手数料等）の一部を助成する。 

    ・助成限度額 １企業あたり３０万円（特許出願以外は１５万円） 

    ・助 成 率 助成対象経費の２分の１以内 

   ○２６年度目標値：応募件数１０件、採択件数８件 
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 （２）福島県中小企業外国出願支援事業 
    ［９，０００千円（うち東北経済産業局補助金：４，５００千円、企業等負担金：４，５００千円）］ 

    中小企業等に対して、戦略的な外国への特許出願等を支援するため、外国への特許、実用新案、

意匠登録、商標登録にかかる各出願費用の一部を助成する。 
    ・助成限度額 １件あたり１５０万円（１企業あたり上限３００万円） 
    （特許出願以外は６０万円、ただし冒認出願対策目的の商標出願は３０万円） 
    ・助 成 率 助成対象経費の２分の１以内 
   ○２６年度目標値：応募件数３件、採択件数３件 

 

 ３ 技術・商品開発等助成事業 

 （１）ふくしま産業応援ファンド事業 
   ［基金：５，０００，０００千円 事業費：８０，００９千円（基金運用益）］ 
    本県の強みである「東北随一の製造業集積」や「特色ある多種多様な地域資源」を活用した県

内中小企業等による新商品・新技術の開発、事業可能性調査及び販路開拓を支援する。 

   ① 製造業集積活用型事業 

     新製造技術（輸送用機械関連、半導体関連など）、医療福祉機器、情報通信、環境の各分野及

びその関連分野を対象に技術や人材面等における誘致企業と地元中小企業との連携など、県内

の製造業集積を活用した中小企業の経営革新、創業等の促進に資する事業を支援する。 

助成限度額 

技術開発等事業 １，０００万円 

事業可能性等調査事業   ２００万円 

販路開拓事業    ３００万円 

助 成 率 助成対象経費の３分の２以内 

   ② 地域資源活用型事業 

     中小企業地域資源活用法に基づく福島県の基本構想に掲げる地域資源を始め、広く県内の地

域資源を活用した事業を対象に、ブランド化・販売促進・県内への集客促進など、中小企業等

の経営革新、創業等の促進に資する事業を支援する。 

助成限度額 

技術開発等事業 ５００万円 

事業可能性等調査事業 ２００万円 

販路開拓事業  ３００万円 

助 成 率 助成対象経費の３分の２以内 

   ③ 中小企業育成支援事業    
     上記①、②に掲げる事業に取り組む中小企業等の支援や研究会・協議会等を通じた企業間連

携の強化、人材の育成など、中小企業等の経営革新、創業等の促進に資する事業を支援する。 

助成限度額 ５００万円 

助 成 率 助成対象経費の１０分の１０以内 

   ○２６年度目標値： 

    ・製造業集積活用型事業 事業化件数  ５件 

    ・地域資源活用型事業  事業化件数  ３件 

・中小企業育成支援事業に参加した者からの肯定的評価が８０％以上となること。 
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 （２）ふくしま農商工連携ファンド事業 

   ［基金：２，５００，０００千円 事業費：３４，７５０千円（基金運用益）］ 
    農林漁業者と中小企業等がそれぞれの強みを生かしながら、新商品の開発や販路開拓に取り組

む事業を支援する。 

   ① 農商工連携創出事業 

     新商品や新サービスに関する事業可能性調査や、新たな技術の開発や既存技術を活用した新

商品・新サービスの開発、試作品の開発・改良及び試作品等の市場評価の収集や展示会への出

展など販路開拓に必要な事業等のいずれか又はこれらを組み合わせた事業を支援する。 

助成限度額 ５００万円 

助 成 率 助成対象経費の３分の２以内 

   ② 農商工連携支援事業 

     上記①に掲げる事業に取り組む農林漁業者と中小企業者等との連携体の事業化の促進に資す

る事業を支援する。 

助成限度額 ３００万円 

助 成 率 助成対象経費の１０分の１０以内 

   ○２６年度の目標値： 

    ・農商工連携創出事業 事業化件数  ３件 

    ・農商工連携支援事業に参加した者からの肯定的評価が８０％以上となること。 

 
Ⅱ コンサルティング活動の展開と事業再生支援 
 １ コンサルティングサービス事業 

 （１）福島県経営支援プラザ等運営事業［１０１，８２５千円：福島県補助金］ 
    常設の相談窓口を設置し、中小企業等からの日常的な経営上の相談に応じるとともに、他の中

小企業支援機関が実施する支援事業との連携により、課題解決へのワンストップサービスを提供

する。 
項目 内容等 計画 

①窓口専門スタッ

フの配置 

事業者からの多様な相談に対応する窓口専門ス

タッフを経営支援プラザ内に設置する。 
４名

②窓口相談・現場

相談  

電話や面談等による窓口相談又は相談希望者の

事業所において行う現場相談により、経営課題

を把握し、適切な支援を行う。 

 

・相談件数 ４００件

③情報の配信 

中小企業者等の経営に有用な情報をホームペー

ジ及びメールマガジンにて広く提供する。 
 

・配信回数（毎月１日、１５日） 月２回

・配信件数 延べ７，０００件

④県内中小企業景

気動向調査（ＤＩ

調査） 

県内５業種、８００企業に対するアンケート 

・調査回数（６月、９月、１２月、３月） 年４回
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 （２）福島県専門家活用経営支援事業 

   ［８，０４２千円（うち福島県補助金：７，７８５千円、企業等負担金：２５７千円）] 

   ① 創業や経営の向上等を図る中小企業等が抱える様々な経営上の課題に対し、高度な専門的知

識を有する者による診断・助言を通じて迅速な解決を図り、地域経済の活性化を担う中小企業

等の順調な発展・成長を支援する。 

     ・専門家派遣回数    延べ３９回 

   ② 原子力災害からの復興を目指す中小企業等、及び取引先金融機関から融資継続のための経営

改善計画等の策定を求められている中小企業等に対し、高度な専門的知識を有する者による診

断・助言を通じて迅速な課題の解決を図る。 

     ・専門家派遣回数    延べ１３６回 

   ○２６年度目標値： 

    コンサルティングサービスを受けた者からの肯定的評価が８０％以上となること。 

   ③ 専門家活用セミナー 
     東日本大震災及び原子力発電所事故等の影響による様々な経営課題を抱える中小企業等を対

象に、経営力向上のために必要な知識、情報の取得を目的としたセミナーを開催する。 
     ・回数   ５回 
   ○２６年度の目標値：受講者からの肯定的評価が８０％以上になること。 
 
 ２ 中小企業再生支援等事業 

 （１）福島県中小企業再生支援事業 
   ［６７９，０４２千円（うち東北経済産業局受託金：５１１，６０９千円、(独)中小企業基盤 

    整備機構１６７，４３３千円）((2)福島県産業復興相談センター事業を含む)] 

    経営が悪化しつつある中小企業の経営改善への取組みを支援するため、支援業務責任者及び窓

口専門家を配置し、経営改善に関する相談に対応するとともに、専門家等による経営改善計画の

策定を支援する。 

    また、再生支援協議会内に経営改善支援センターを設置し、借入金の返済負担等、財務上の問

題を抱えている金融支援等を必要とする中小企業・小規模事業者が、中小企業経営力強化支援法

に基づく認定支援機関の助けを得て策定する経営改善計画に係る費用を支援する。 

    ・支援内容：１件あたり総額３００万円を上限に、その３分の２を支援 
 （２）福島県産業復興相談センター事業 
    東日本大震災及び原子力発電所事故により甚大な被害を受けた県内中小企業等の事業再開や事

業再生を支援するため、窓口相談から再生計画の策定、さらには福島産業復興機構及び東日本大

震災事業者再生支援機構への既往債権買取支援にいたるまで、幅広い復興相談を行う。 
 （３）中小企業再生支援利子補給助成事業 
   ［１００，０５０千円：(独)中小企業基盤整備機構利子補給金］ 
    東日本大震災及び原子力発電所の事故による被害を受けた中小企業者等が福島県産業復興相談

センターを活用した事業再建に取り組むに当たり、相談開始日から福島産業復興機構に対して債

権買取りを要請した日又は再生計画を策定若しくは事業計画を作成した日までの期間に係る旧債

務の金利負担分を補填し、早期事業再生の実現を支援する。 
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Ⅲ より確かな経営基盤強化への支援 
 １ 設備投資支援事業 

   中小企業等の創業、経営基盤の強化及び経営の向上を支援するため、設備資金の無利子貸付、低

利での設備割賦及びリース事業を実施するとともに、経営診断等の助言も併せて行う。 

 （１）設備資金貸付事業 

   ① 制度内容 

貸付限度額 ４０，０００千円（貸付対象設備価格の２分の１以内） 

貸 付 期 間 ７年以内 

貸 付 利 率 無利子 

貸付の総枠 ３３０,０００千円 

   ② 資金調達計画  

調達先 調 達 金 額 調達方法 調 達 条 件 等 

福島県 ３３０，０００千円
金銭消費 

貸借契約 

借入期間 8年    無利息 

2年据置半年賦償還 

計  ３３０，０００千円   

 ○２６年度の目標値：資金貸付事業  ３３０，０００千円 
 （２）設備貸与事業 

   ① 制度内容 

貸付限度額 ８０，０００千円 

貸 付 期 間 ７年以内 

損 料 利 率 
割 賦 2.50％ 

リース1.39％～2.99％（貸付期間による） 

貸与の総枠 

３６０，０００千円 

  割  賦  ６０，０００千円 

  リ ー ス ３００，０００千円 

   ② 資金調達計画 

調達先 調 達 金 額 調達方法 調 達 条 件 等 

福 島 県 １８０，０００千円
金銭消費 

貸借契約 

借入期間 8年    無利息 

2年据置半年賦償還 

自己調達 １８０，０００千円 金融機関等 
 

計 ３６０，０００千円
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 （３）機械貸与事業 

   ① 制度内容 

貸付限度額 １億円 

貸 付 期 間 １０年以内 

損 料 利 率 
1.90％、2.05％、2.20％、2.35％、2.50％の５段階 

＊被災企業は1.50％ 

貸与の総枠 

９００，０００千円 

   ７年割賦  ７００，０００千円 

  １０年割賦  ２００，０００千円 

   ② 資金調達計画 

調達先 調 達 金 額 調達方法 調 達 条 件 等 

福 島 県 ９００，０００千円
金銭消費 

貸借契約 

借入期間 26.4.1～27.3.31 

一括返済 無利息 

計 ９００，０００千円
  

 （４）経営助言事業 

 資金貸付・貸与先企業に対し、導入設備の適正・効率的な使用や経営上の問題点などに対する

事後相談を実施する。 

 さらに、当センターのコンサルティングサービス事業を通じて、資金貸付及び貸与先企業の経

営改善を支援する。 

    ・事後相談      年間３０企業 

   ○２６年度の目標値： 

   ・設備貸与事業  貸与金額   ３６０，０００千円 

            新規企業件数        ７件 

   ・機械貸与事業  貸与金額   ９００，０００千円 

            新規企業件数        ７件 

 
 ２ 取引先拡大支援事業 

   県内・隣接県及び関東地区等の発注企業開拓を行い、発注情報を収集し、広域商談会等を実施す

る。また、輸送用機械関連産業や再生可能エネルギー関連産業等の集積を図るためのネットワーク

を形成し、情報収集、技術力向上及び販路拡大を目的とした支援を行う。 

 （１）下請中小企業振興事業 

  ［３６，９２５千円（うち福島県補助金：３６，２２５千円、企業等負担金：７００千円）］ 

項目 内容等 計画 

①窓口相談等事業  
・顧問弁護士設置 随時 

・苦情紛争処理委員会 随時 

②取引情報収集提

供事業 

・受発注情報収集提供事業(斡旋紹介) 随時 

・発注ニーズ調査 県内・県外企業2000先 ２回 

・下請取引状況調査 県内企業800先 １回 

・県内主要企業発注動向調査 県内企業600先 １回 
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・県内登録企業動向把握分析調査 県内企業300先 ４回 

・広域商談会 ２回 

③首都圏発注企業

情報収集提供事業 

・首都圏発注企業開拓 随時 

・ビジネスマッチング(特定優良企業首都圏等受発注促進事

業) 
１回 

（２）輸送用機械関連産業集積育成事業［４，１９４千円：福島県補助金］ 

項目 内容等 計画 

①輸送用機械関連産業取

引拡大支援事業 
・輸送用機械関連メーカーとの展示商談会 １回 

②輸送用機械関連産業協

議会事業 
・総会及びセミナー等の開催 １回 

③とうほく自動車産業集

積連携事業 
・東北６県による自動車メーカーとの展示商談会 ２回 

 （３）ものづくり中小企業取引拡大支援事業［４，３００千円：福島県補助金］ 

項目 内容等 計画 

①ふくしま復興展示商談

会事業 
・再生可能エネルギー等関連メーカーとの展示商談会 １回 

②ふくしま復興交流事業 
・県内中小企業と産業集積等で実績のある他地域の中

小企業を結びつけるための事業を開催 
１回 

○２６年度の目標値：斡旋件数１，３００件、斡旋成立件数７８件 

 （４）上海拠点運営事業［４１，９５４千円：福島県受託金］ 

    福島県から中国への企業進出の仲立ち支援、中国人観光客の誘致や県産品等のアジアへの販路

拡大、さらには国際定期路線利用促進等の事業を行う。 

（５）ふくしま産業復興企業立地補助金事業管理業務［３０，９０９千円：福島県受託金］ 

    「ふくしま産業復興企業立地補助金」に係る交付申請書や完了報告書及びそれらに添付される

経理書類、固定資産管理台帳、財務諸表等に関する確認等の管理業務を行う。 

 
 ３ 被災事業者等資金支援事業 

 （１）被災中小企業施設・設備整備支援事業 

   ［１６，２６４，０００千円：福島県借入金 

    （うち、貸付原資９，０００，０００千円、事務費充当基金７，２６４，０００千円） 
    事業費１１９，９０５千円（事務費充当基金の運用益）］ 
    東日本大震災により被害を受けた中小企業等が、施設・設備の整備に必要な資金の貸付を行う。 

貸付限度額 認定を受けた復興事業計画に記載の額 

貸 付 期 間 ２０年以内（うち据置５年以内） 

損 料 利 率 無利子 

 （２）原子力災害に伴う「特定地域中小企業特別資金」貸付事業 
   ［７０，４３０，０００千円：福島県借入金 
    （うち貸付原資３９，３３０，０００千円、事務費充当基金３１，１００，０００千円） 
     事業費３８７，６１４千円（事務費充当基金の運用益）］ 
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   ① 移転資金 

 原子力発電所事故により、「特定区域」に事業所を有し、移転を余儀なくされる中小企業等

に対し、県内移転先において事業を継続・再開するために必要な事業資金の貸付を行う。 

   ② 継続再開資金 

 原子力発電所事故により、「特定区域」に事業所を有し、区域解除後、当該区域にて事業を継

続・再開する中小企業等に対して必要な事業資金の貸付を行う。（平成25年 12月 2日から制

度拡充。） 

 ①及び②の制度内容 

貸付限度額 ３０，０００千円以内 

貸 付 期 間 ２０年以内（うち据置期間５年以内） 

損 料 利 率 無利子 

 （３）被災中小企業災害復旧資金利子補給助成事業 

   ［５４，６４０千円：(独)中小企業基盤整備機構利子補給金］ 

   ㈱日本政策金融公庫及び㈱商工組合中央金庫が行う「東日本大震災復興特別貸付」により借入を

行う中小企業等のうち、地震・津波等により事業所が全壊又は流失した中小企業等や、「警戒区域」

等として公示されたことがある区域内の中小企業等を対象として、支払う利子に係る補填を行う。 

  ・対 象 期 間  融資後３年間 

  ・対象貸付額  上限１００，０００千円（国民生活事業は３０，０００千円） 

 

Ⅳ 変革の時代を乗り切る人材育成支援 
１ 商工業人材育成事業 

 （１）ふくしま企業カレッジ 

   ［１１，４４３千円（うち受講料：７，００４千円、 

    ふくしま産業応援ファンド助成金：３，７１８千円、自己財源：７２１千円）］ 

    県内中小企業の経営革新やビジネスプラン作成等のスキルアップのため、産業人材育成を支援

する。 

   ① ビジネスプラン作成セミナー 

     企業活動の指針となるビジネスプラン作成のための研修を実施する。 

名称 日程 募集人数 開催場所 

ビジネスプラン作成セミナー １０日間 １０名 福島市 

   ② 経営管理セミナー 
     企業活動に必要な人材資質養成研修を実施する。 
     ・５テーマ（希望するテーマ別に受講） 

テーマ 日程 募集人数 開催場所 

組織活性化 ２日間 １６名 

福島市 

郡山市 

経営計画 ２日間 １６名 

営業力強化 ２日間 １６名 

人事・給与制度 ２日間 １６名 

キャッシュフロー経営 ２日間 １６名 
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   ③ 応援ファンド成果発表 
     ふくしま産業応援ファンド事業に採択された企業を対象に、事業化商品等の発表の場として、

展示会への出展等を行う。 

   ④ 製造中核人材育成セミナー   
     福島県ハイテクプラザと連携して、製造業における中核的な役割を担う人材の「養成研修」

を実施する。 

コース テーマ 回数 募集人数 開催場所 

電子計測 電子計測の基礎、オシロスコープ

など 
 ５回 １１８名 

郡山市 

 ほか 
材料・加工・評価 塗装技術の基本、断面観察など １１回 ３３０名 

一般研修 ISO9000、ISO14001など １７回 ４８４名 

機械加工等 最新技術セミナーなど  ２回 １００名 

   ⑤ 企業経営者・技術者向け講演会 
     県内企業経営者及び技術者等を対象として有識者による講演会を開催する。  
   ○２６年度の目標値：受講者からの肯定的評価が８０％以上になること。 
 （２）経営実践セミナー［３８５千円（うち受講料：３００千円、自己財源：８５千円）］ 
    製造業の中小企業等を主たる対象に、現場改善等に資する基礎的な内容のセミナーを開催する。 

テーマ 募集人数 開催場所 

製造業新入社員向けセミナー ２４名 福島市 

５Ｓの基礎に係るセミナー ４０名 福島市 

現場改善を実践するモデル工場の見学会 ２０名 （場所未定） 

   ○２６年度の目標値：受講者からの肯定的評価が８０％以上になること。 

 （３）ＩＣＴ活用セミナー［１９０千円：自己財源］ 
    中小企業等を対象にＩＣＴを活用した経営革新や最新の業界動向に関するセミナーを開催する。 

テーマ 募集人数 開催場所 

ＩＣＴ活用に関するセミナー ４０名 福島市 

   ○２６年度の目標値：受講者からの肯定的評価が８０％以上になること。 

 （４）専門家活用セミナー（再掲）     
    東日本大震災及び原子力発電所事故等の影響による様々な経営課題を抱える中小企業等を対象

に、経営力向上のために必要な知識、情報の取得を目的としたセミナーを開催する。 
    ・回数      ５回 
   ○２６年度の目標値：受講者からの肯定的評価が８０％以上になること。 
 （５）講演会の開催［８００千円：自己財源］ 

    ・企業経営者・技術者向け講演会（再掲）       年１回 

    ・一般財団法人とうほう地域総合研究所「定期講演会」 年２回 

    ・福島県電子機械工業会「産学官交流のつどい」の共催 年１回 
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 ２ 情報化基盤整備促進事業［１，８００千円：自己財源］ 

 （１）情報の配信（再掲）  

 中小企業等の経営に有用な情報をホームページ及びメールマガジンにて広く提供する。 

 
 （２）各種情報化関連セミナーの開催 

  ・ＩＣＴ活用セミナー（再掲）  

 中小企業等を対象に、ＩＣＴを活用した経営革新に関するセミナーを開催する。 

   ○２６年度の目標値：受講者からの肯定的評価が８０％以上になること。 

 （３）情報化に関する研修会・講演会への派遣 

    情報化に関する各種研修会・講演会に職員を派遣し、中小企業等への情報化支援のためのノウ

ハウを蓄積する。 

 
Ⅴ 公の施設の管理運営による多様な交流の促進 

 １ 福島県産業交流館（ビッグパレットふくしま） 

   福島県産業交流館の指定管理者として、各種催し等に対し、施設の提供を行うとともに、施設等

の適正な管理と利用料の徴収に関する事務を行う。 

   また、広報宣伝活動や全国規模の大会及び学会等、産業交流館の設置目的である「産業の

振興・地域の活性化」に寄与する催事を積極的に誘致するなど、施設の利用促進と新たなイ

ベントの創出に努め、稼働率の向上につなげる。 

   ○２６年度の目標値：施設稼働率 

    ・多目的展示ホール        ５０．８％ 

    ・コンベンションホール      ７２．９％ 

    ・全国、東北規模の大会及び学会開催件数 ６件 

 
２ 福島県中小企業振興館・福島市産業交流プラザ（コラッセふくしま） 

   福島県中小企業振興館・福島市産業交流プラザの指定管理者として、各種催し等に対し施設の提

供を行うとともに、施設の適正な管理と使用料の徴収に関する業務を実施する｡ 

   また、賑わいスペース（アトリウム等）を活用し、県民参加による賑わいを創出する。 

 ○２６年度の目標値：施設稼働率 

 ・福島県中小企業振興館   ６６．０％ 

 ・福島市産業交流プラザ   ７０．５％ 

 
 ３ 福島県ハイテクプラザ（一部） 

   福島県ハイテクプラザ（一部）の指定管理者として、施設・設備等の提供と試験及び分析に関す

る業務を行うとともに、適正な管理と使用料の徴収に関する事務を行う。 
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（単位：千円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

(1)　経常収益
基本財産運用益                      22,651 20,972 1,679

基本財産受取利息                    22,651 20,972 1,679
特定資産運用益                      626,481 269,498 356,983

特定資産受取利息                    626,481 269,498 356,983
事業収益                            862,568 990,905 △ 128,337

割賦販売収益                        324,218 432,239 △ 108,021
原資割賦販売収益                    19,005 27,104 △ 8,099
リース料                            58,643 83,802 △ 25,159
再リース料                          6,000 9,600 △ 3,600
リース設備売却益                    1,000 1,000 0
施設管理料                          453,355 436,710 16,645
違約金                              100 100 0
損害保険手数料                      247 350 △ 103

受取補助金等                        1,030,252 1,095,087 △ 64,835
県補助金                            216,293 220,360 △ 4,067
その他補助金                        39,558 37,281 2,277
県受託金                            72,863 129,294 △ 56,431
その他受託金                        701,538 708,152 △ 6,614

受取負担金                          25,611 19,318 6,293
負担金受入                          25,611 19,318 6,293

受取助成金                          158,408 68,449 89,959
受取助成金                          158,408 68,449 89,959

雑収益                              42,723 38,207 4,516
受取利息                            139 152 △ 13
有価証券運用益                      799 899 △ 100
雑収益                              41,785 37,156 4,629

経常収益合計                        2,768,694 2,502,436 266,258
(2)　経常費用

事業費                              2,740,018 2,459,628 280,390
割賦販売原価                        305,577 407,624 △ 102,047
原資割賦販売原価                    17,893 25,680 △ 7,787
リース原価                          44,720 70,096 △ 25,376
役員報酬                            8,500 8,500 0
給料手当                            149,912 143,012 6,900
退職給付費用                        6,269 14,091 △ 7,822
福利厚生費                          71,167 74,370 △ 3,203
賃金                                16,740 16,927 △ 187
謝金                                137,898 82,925 54,973
報酬                                283,644 297,427 △ 13,783
旅費                                32,255 26,883 5,372
保険料                              804 886 △ 82
公租公課                            88,546 87,240 1,306
渉外費                              164 352 △ 188
事務費                              200,601 179,378 21,223
備品費                              1,389 13,030 △ 11,641
賃借料                              89,732 92,056 △ 2,324
減価償却費                          5 5 0
助成金                              276,693 173,379 103,314
委託料                              419,402 461,882 △ 42,480

平成２６年度（第５７期）正味財産当初予算書

科     　　  目 増　減当初予算 前年度予算
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負担金                              123,601 161,509 △ 37,908
支払利息                            3,439 7,012 △ 3,573
雑費                                58 10 48
貸倒引当金繰入 461,009 115,354 345,655

管理費                              41,106 42,808 △ 1,702
役員報酬                            9,550 9,550 0
給与手当                            13,674 13,403 271
退職給付費用 748 1,633 △ 885
福利厚生費 3,521 3,810 △ 289
謝金                                105 105 0
旅費                                718 638 80
公租公課                            20 50 △ 30
渉外費                              300 300 0
事務費                              857 1,012 △ 155
賃借料                              3,913 4,386 △ 473
委託料                              7,461 7,485 △ 24
負担金                              239 366 △ 127
雑費                                0 70 △ 70

経常費用合計                        2,781,124 2,502,436 278,688

評価損益等調整前当期経常増減額      △ 12,430 0 △ 12,430
評価損益等計                        0 0 0
当期経常増減額                      △ 12,430 0 △ 12,430

２．経常外増減の部
(1)　経常外収益
経常外収益合計                      0 0 0
(2)　経常外費用
経常外費用合計                      0 0 0

当期経常外増減額                    0 0 0
他会計からの繰入額 6,486 3,767 2,719
他会計への繰出額 6,486 3,767 2,719

税引前当期一般正味財産増減額        △ 12,430 0 △ 12,430
当期一般正味財産増減額              △ 12,430 0 △ 12,430

一般正味財産期首残高                165,007 △ 42,236 207,243
一般正味財産期末残高                152,577 △ 42,236 194,813

Ⅱ　指定正味財産増減の部
特定資産運用益（指定）              5,928 5,928 0
基本財産運用益（指定）              16,511 16,511 0
一般正味財産への振替額              26,974 19,370 7,604

当期指定正味財産増加額              △ 4,535 3,069 △ 7,604

指定正味財産期首残高                1,770,849 1,752,029 18,820
指定正味財産期末残高                1,766,314 1,755,098 11,216

Ⅲ　正味財産期末残高                    1,918,891 1,712,862 206,029

平成２６年度（第５７期）正味財産当初予算書

科     　　  目 増　減当初予算 前年度予算
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法人会計

経営革新等支援 経営革基盤強化 公益共通 小　　計 自販機管理 損害保険代理 その他公益推進 小　　計 法人会計 合　　計

事業（公益１） 支援事業（公益２） 事業会計 業務（収益１） 業務（収益２） 事業（収益３）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

(1)　経常収益
基本財産運用益 0 0 14,516 14,516 0 0 0 0 8,135 22,651

基本財産受取利息 0 0 14,516 14,516 0 0 0 0 8,135 22,651
特定資産運用益 114,759 511,722 0 626,481 0 0 0 0 0 626,481

特定資産受取利息 114,759 511,722 0 626,481 0 0 0 0 0 626,481
事業収益 0 855,552 0 855,552 5,451 247 1,318 7,016 0 862,568

割賦販売収益 0 324,218 0 324,218 0 0 0 0 0 324,218
原資割賦販売収益 0 19,005 0 19,005 0 0 0 0 0 19,005
リース料 0 58,643 0 58,643 0 0 0 0 0 58,643
再リース料 0 6,000 0 6,000 0 0 0 0 0 6,000
リース設備売却益 0 1,000 0 1,000 0 0 0 0 0 1,000
施設管理料 0 446,586 0 446,586 5,451 0 1,318 6,769 0 453,355
違約金 0 100 0 100 0 0 0 0 0 100
損害保険手数料 0 0 0 0 0 247 0 247 0 247

受取補助金等 869,756 127,993 0 997,749 0 0 0 0 32,503 1,030,252
県補助金 128,660 55,130 0 183,790 0 0 0 0 32,503 216,293
その他補助金 39,558 0 0 39,558 0 0 0 0 0 39,558
県受託金 0 72,863 0 72,863 0 0 0 0 0 72,863
その他受託金 701,538 0 0 701,538 0 0 0 0 0 701,538

受取負担金 17,607 7,704 300 25,611 0 0 0 0 0 25,611
負担金受入 17,607 7,704 300 25,611 0 0 0 0 0 25,611

受取助成金 100,050 58,358 0 158,408 0 0 0 0 0 158,408
受取助成金 100,050 58,358 0 158,408 0 0 0 0 0 158,408

雑収益 0 878 0 878 0 1 41,376 41,377 468 42,723
受取利息 0 138 0 138 0 1 0 1 0 139
有価証券運用益 0 331 0 331 0 0 0 0 468 799
雑収益 0 409 0 409 0 0 41,376 41,376 0 41,785

経常収益合計 1,102,172 1,562,207 14,816 2,679,195 5,451 248 42,694 48,393 41,106 2,768,694

(2)　経常費用
事業費 1,119,147 1,566,928 12,036 2,698,111 1,347 24 40,536 41,907 0 2,740,018

割賦販売原価 0 305,577 0 305,577 0 0 0 0 0 305,577
原資割賦販売原価 0 17,893 0 17,893 0 0 0 0 0 17,893
リース原価 0 44,720 0 44,720 0 0 0 0 0 44,720
役員報酬 3,183 5,317 0 8,500 0 0 0 0 0 8,500
給与手当 65,648 84,264 0 149,912 0 0 0 0 0 149,912
退職給付費用 2,042 4,227 0 6,269 0 0 0 0 0 6,269
福利厚生費 37,783 32,952 432 71,167 0 0 0 0 0 71,167
賃金 11,080 3,722 1,938 16,740 0 0 0 0 0 16,740
謝金 131,320 6,416 162 137,898 0 0 0 0 0 137,898
報酬 179,674 103,970 0 283,644 0 0 0 0 0 283,644
旅費 19,459 12,109 687 32,255 0 0 0 0 0 32,255
保険料 0 804 0 804 0 0 0 0 0 804
公租公課 26,878 20,786 6 47,670 437 12 40,427 40,876 0 88,546
渉外費 44 110 10 164 0 0 0 0 0 164
事務費 31,402 166,712 1,840 199,954 550 12 85 647 0 200,601
備品費 0 1,389 0 1,389 0 0 0 0 0 1,389
賃借料 44,914 42,057 2,377 89,348 360 0 24 384 0 89,732
減価償却費 0 5 0 5 0 0 0 0 0 5
助成金 215,693 61,000 0 276,693 0 0 0 0 0 276,693
委託料 230,144 186,084 3,174 419,402 0 0 0 0 0 419,402
負担金 117,376 4,815 1,410 123,601 0 0 0 0 0 123,601
支払利息 2,449 990 0 3,439 0 0 0 0 0 3,439
雑費 58 0 0 58 0 0 0 0 0 58
貸倒引当金繰入 0 461,009 0 461,009 0 0 0 0 0 461,009

管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 41,106 41,106
役員報酬 0 0 0 0 0 0 0 0 9,550 9,550
給与手当 0 0 0 0 0 0 0 0 13,674 13,674
退職給付費用 0 0 0 0 0 0 0 0 748 748
福利厚生費 0 0 0 0 0 0 0 0 3,521 3,521
謝金 0 0 0 0 0 0 0 0 105 105
旅費 0 0 0 0 0 0 0 0 718 718
公租公課 0 0 0 0 0 0 0 0 20 20
渉外費 0 0 0 0 0 0 0 0 300 300
事務費 0 0 0 0 0 0 0 0 857 857
賃借料 0 0 0 0 0 0 0 0 3,913 3,913
委託料 0 0 0 0 0 0 0 0 7,461 7,461
負担金 0 0 0 0 0 0 0 0 239 239

経常費用合計 1,119,147 1,566,928 12,036 2,698,111 1,347 24 40,536 41,907 41,106 2,781,124

△ 16,975 △ 4,721 2,780 △ 18,916 4,104 224 2,158 6,486 0 △ 12,430

評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 16,975 △ 4,721 2,780 △ 18,916 4,104 224 2,158 6,486 0 △ 12,430

２．経常外増減の部
(1)　経常外収益

経常外収益合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2)　経常外費用

経常外費用合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
他会計振替額 0 4,000 2,486 6,486 △ 4,104 △ 224 △ 2,158 △ 6,486 0 0

他会計からの繰入額 0 4,000 2,486 6,486 0 0 0 0 0 6,486

他会計への繰出額 0 0 0 0 4,104 224 2,158 6,486 0 6,486

税引前当期一般正味財産増減額 △ 16,975 △ 721 5,266 △ 12,430 0 0 0 0 0 △ 12,430

当期一般正味財産増減額 △ 16,975 △ 721 5,266 △ 12,430 0 0 0 0 0 △ 12,430

一般正味財産期首残高 637,229 △ 1,167,758 58,761 △ 471,768 11,373 1,327 6,294 18,994 617,781 165,007

一般正味財産期末残高 620,254 △ 1,168,479 64,027 △ 484,198 11,373 1,327 6,294 18,994 617,781 152,577

Ⅱ　指定正味財産増減の部
特定資産運用益（指定） 5,928 0 9,200 15,128 0 0 0 0 7,311 22,439

特定資産運用益（指定） 5,928 0 0 5,928 0 0 0 0 0 5,928
基本財産運用益（指定） 0 0 9,200 9,200 0 0 0 0 7,311 16,511
一般正味財産への振替額 11,856 0 14,516 26,372 0 0 0 0 602 26,974

一般正味財産への振替額 11,856 0 14,516 26,372 0 0 0 0 602 26,974

当期指定正味財産増減額 △ 5,928 0 △ 5,316 △ 11,244 0 0 0 0 6,709 △ 4,535

指定正味財産期首残高 505,928 0 805,316 1,311,244 0 0 0 0 459,605 1,770,849

指定正味財産期末残高 500,000 0 800,000 1,300,000 0 0 0 0 466,314 1,766,314

Ⅲ　正味財産期末残高 1,120,254 △ 1,168,479 864,027 815,802 11,373 1,327 6,294 18,994 1,084,095 1,918,891

評価損益等調整前当期経常増減額

平成26年度（第57期）正味財産当初予算内訳書

収益事業会計収益事業会計公益目的事業会計

勘　定　科　目
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